
令和２年度青森県新型コロナウイルス感染症対策医工連携推進事業費補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１ 県は、青森ライフイノベーション戦略セカンドステージに基づき、産学連携や企業

間連携による本県の優位性を生かしたライフ関連産業における事業化のモデル事業を

創出し、産業の活性化を図りながら、新型コロナウイルス感染症対策に資する取組及び

事業活動の再起を促進するため、県内中小企業者が行う新規性の高い医療福祉関連機器

等の商品・試作品開発に向けた基礎的な調査（以下「事業化調査」という。）又は県内

の事業者等が行う自社で開発・製造した商品・試作品の顧客ニーズ評価及び顧客ニーズ

に基づく改良（以下「評価改良調査」という。）に要する経費について、令和２年度予

算の範囲内において、当該中小企業者に対し、青森県新型コロナウイルス感染症対策医

工連携推進事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に

ついては、青森県補助金等の交付に関する規則（昭和４５年３月青森県規則第１０号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

 （補助対象者） 

第２ 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、事業化調査又は評

価改良調査を大学・研究所等の専門機関や新型コロナウイルス感染症対策の専門家等と

連携して行う中小企業支援法（昭和３８年法律第１４７号）第２条第１項に規定する中

小企業者であって、県内に事業所を有するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する者は対象としない。 

 (1)次のいずれかに該当する中小企業者（みなし大企業）である場合 

ア 発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有して

いる中小企業者 

  イ 発行済株式の総数又は出資金額の総数の３分の２以上を大企業が所有している中

小企業者 

  ウ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている

中小企業者 

 (2)青森県暴力団排除条例（平成２３年３月２５日青森県条例第９号）第７条の規定に基

づき、申請者が次の各号に該当する場合 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団 

  イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団

員 

  ウ 法人にあっては、代表者又は役員のうちに暴力団員に該当する者があるもの 

  エ 法人格を持たない団体にあっては、代表者が暴力団員に該当するもの 

 

 （補助対象経費及び補助金の額） 

第３ 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金の額は

別表のとおりとする。 

 

 （申請書等） 

第４ 規則第３条第１項の申請書は、第１号様式によるものとする。 



２ 規則第３条第２項及び第３項の規定により前項の申請書に添付しなければならない書

類は、次のとおりとする。 

 (1) 事業計画書（第２号様式） 

 (2) 収支予算書（第３号様式） 

 (3) 補助事業に要する経費のうち、補助対象経費の内容を明らかにした見積書等 

(4) 申請者の過去２期分の決算報告書又はそれに類するもの 

(5) 申請者の定款又はこれに代わる書面（個人である場合を除く。） 

 (6) その他知事が定める書類 

３ 補助金の交付の申請をするに当たっては、当該補助金に係る消費税額及び地方消費税

額に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、

消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除

できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による

地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下

「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して交付申請するものとする。ただし、申

請時において当該消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでな

い。 

 

 （補助金の交付の条件） 

第５ 次に掲げる事項は、補助金の交付の決定がなされた場合において、規則第５条の規

定により付された条件となるものとする。 

 (1) 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）の内容を変更する場合

において、あらかじめ事業変更承認申請書（第４号様式）を知事に提出してその承認

を受けること。ただし、補助対象経費の総額の２０パーセント以内の増減（補助金総

額の増額を伴わないものに限る。）の場合はこの限りではない。 

 (2) 補助事業を中止し、又は廃止する場合において、事業中止（廃止）承認申請書（第

５号様式）を知事に提出してその承認を受けること。 

 (3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

において、速やかにその旨を知事に報告してその指示を受けること。 

 (4) 補助事業の状況、補助事業の経費の収支その他補助事業に関する事項を明らかにす

る書類、帳簿等を備え付け、これらを補助金の交付に係る年度の翌年度から５年間保

管しておくこと。 

(5) 補助事業によって取得し、又は効用の増加した財産について、財産管理台帳（第６

号様式）その他関係書類を第１１に規定する期間中、整備保管すること。 

(6) 補助事業により取得した財産を知事の承認を受けて処分したことにより収入があ

った場合において、知事の定めるところにより、その収入の全部又は一部を県に納付

すること。 

  

 （申請の取下げの期日） 

第６ 規則第７条第１項の規定による補助金の交付の申請の取下げの期日は、補助金の交

付の決定の通知を受けた日から起算して１０日を経過した日とする。 

 

 



 （補助金の交付方法） 

第７ 補助金は、補助事業の完了後交付する。 

 

 （補助金の請求） 

第８ 補助金の請求は、令和２年度青森県新型コロナウイルス感染症対策医工連携推進事

業費補助金請求書（第７号様式）を知事に提出して行うものとする。 

 

 （実績報告） 

第９ 規則第１２条の規定による報告は、補助事業の完了の日（補助事業の廃止の承認を

受けた場合は、その日）から起算して１０日を経過した日又は補助金の交付に係る年度

の２月２６日のいずれか早い期日までに事業完了（廃止）実績報告書（第８号様式）に

次に掲げる書類を添えて行うものとする。 

 (1) 事業報告書（第９号様式） 

 (2) 収支決算書（第１０号様式） 

 (3) 補助対象経費に係る支払証拠書類の写し 

 (4) 財産管理台帳（第６号様式）の写し 

(5) その他知事が定める書類 

２ 前項の実績報告を行うに当たっては、補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかな 

場合には、当該消費税等仕入控除税額を減額して報告するものとする。 

 

 （処分の制限を受ける財産） 

第１０ 規則第１９条第４号及び第５号の規定により処分の制限を受ける財産は、１件当

たりの取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上の構築物、工具、器具及び備品並び

に機械及び装置とする。 

 

（処分の制限を受ける期間） 

第１１ 規則第１９条ただし書の規定により処分の制限を受ける期間は、減価償却資産の

耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数を経過する

までの期間とする。 

 

（産業財産権等に関する報告） 

第１２ 補助事業者は、補助事業に基づく発明、考案等に関して、特許権、意匠権または

商標権等（以下「産業財産権等」という。）を補助事業期間内に出願若しくは取得した

場合又はそれを譲渡し、若しくは実施権等を設定した場合には、遅滞なくその旨記載し

た産業財産権等取得等届出書（第１１号様式）を知事に提出しなければならない。 

 

（収益納付） 

第１３ 知事は、補助事業の成果の事業化、産業財産権等の譲渡又は実施権の設定及びそ

の他補助事業の実施により収益が生じたと認めたときは、補助事業者に交付した補助金

の全部又は一部に相当する金額を県に納付させることができるものとする。 

 

 



（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１４ 補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税等仕入

控除額が確定した場合には、消費税等仕入控除税額報告書（第１２号様式）を提出する

ものとする。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除額の全部又は一部につ

いて、その返還を請求するものとする。 

 

（情報管理及び秘密保持） 

第１５ 補助事業者は、補助事業の遂行に際し知り得た第三者の情報については、当該情

報を提供する者の指示に従い、又は、特段の指示がないときは情報の性質に応じて、法

令を遵守し適正な管理をするものとし、補助事業の目的又は提供された目的以外に利用

してはならない。 

なお、第三者の秘密情報（事業関係者の個人情報を含むがこれらに限定されない。）

については、機密保持のために必要な措置を講じるものとし、正当な理由なしに開示、

公表、漏えいしてはならない。 

２ 補助事業者は、補助事業の一部を第三者（以下「履行補助者」という。）に行わせる場

合には、履行補助者にも本条の定めを遵守させなければならない。補助事業者又は履行

補助者の役員又は従業員による情報漏えい行為も補助事業者による違反行為とみなす。 

３ 本条の規定は補助事業の完了後（廃止の承認を受けた場合を含む。）も有効とする。 

 

 

 附則 

この要綱は、令和２年７月６日から施行する。 

 



別表（第３関係） 

 

補助対象経費 補助金の額 

青森ライフイノベーション戦略セカンドス

テージ「医工連携分野」における新型コロナウ

イルス感染症対策に資する事業化調査又は評

価改良調査に要する経費のうち、次に掲げる経

費とする。 

 

区 分 内    容 

謝 金 専門家謝金 

旅 費 専門家旅費、職員旅費 

事業費 会場借上費、通信運搬費、借損

料（リース料）、消耗品費（印刷

製本費、資料購入費を含む。）、

マーケティング調査費（広報費、

展示会等出展料を含む。）、原材

料・機械装置等購入費、試作・

実験（分析）費、委託費（コン

サルタント費を含む。） 

  
 

 補助対象経費の２分の１に相当する

額又は１，５００千円のいずれか低い

額以内の額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式（第４関係） 

令和  年  月  日 

 

 

 青森県知事 三村 申吾 殿 

 

 

    住 所 

 申請者（名称及び代表者氏名） 印 

 

 

令和２年度青森県新型コロナウイルス感染症対策医工連携推進事業費補助金交付申請書 

 

 令和２年度において実施する青森県新型コロナウイルス感染症対策医工連携推進事業に

ついて、青森県新型コロナウイルス感染症対策医工連携推進事業費補助金の交付を受けた

いので、青森県補助金等の交付に関する規則第３条第１項の規定により、関係書類を添え

下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額 

 (1) 補助事業に要する経費              円 

 (2) 補助対象経費                  円 

 (3) 補助金交付申請額                円 

 

 （注）次の算式を明記すること。 

    補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金交付申請額 

 

２ 添付書類 

 (1) 事業計画書 

 (2) 収支予算書 

(3) 補助事業に要する経費のうち、補助対象経費の内容を明らかにした見積書等 

 (4) 申請者の過去２期分の決算報告書又はそれに類するもの 

 (5) 定款又はこれに代わる書面（個人である場合を除く） 

(6) その他知事が定める書類 

                                  

 

 

 

 

 

 



第２号様式（第４関係） 

事  業  計  画  書 

 

１ 申請者の概要 

名 称   

代表者  役職      氏名 

所在地  

 

〒 

ＴＥＬ：          ＦＡＸ： 

資本金等  資本金：      千円  従業員数：      人 

連絡窓口  電話番号  

FAX 番号  

担当者名 担当部署・役職名も記載すること。 

E-m ai l  

２ 補助事業の内容 

(1) 事 業 名 ※補助事業（事業化調査または評価改良調査）の内容がわかるよう

に簡潔に記載すること。 

(2) 事業の目的

及び概要 

※事業化調査または評価改良調査の目的と調査後に事業化しようと

するビジネスの概要について記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 具体的な

事業スケジ

ュール等 

（例） 

 令和2年8月      商品企画 

 令和2年8月～9月   マーケティング調査 

 令和2年10月～       設計・試作 

 令和3年1月      モニター調査・試作 

 令和3年2月      販路及び販売方法検討 

 

 

(4) 実施体制 ※産学連携や企業間連携等による実施体制（研究協力者）について

具体的に記載すること（大学・研究所等専門機関との連携が条件）。 

※本事業に係る主たる研究開発拠点が県外に所在する場合は、県内

企業１社以上と研究開発に関して連携すること。 

 

(5) 実施期間 開始予定年月日  令和  年  月  日 

完了予定年月日  令和  年  月  日 

（注）必要に応じて概要図等の参考資料を添付すること。 

 



第３号様式（第４関係） 

収 支 予 算 書 

 

１ 収入の部                             (単位：円) 

項 目 予 算 額 摘  要 

補助金 

  

自己資金 

  

その他 

  

合計 

  

 

 

２ 支出の部 

（1）総括表                              (単位：円) 

経費区分 
予算額 

摘  要 
補助事業に要する経費 補助対象経費 補助金額 

謝金 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

旅費 

    

事業費 

    

合計 

    

 



（２）内訳表                                                          (単位：円) 

経費区分 内     容 内訳 規格等 単価 数量 補助事業に要する経費 補助対象経費 補助金額 

謝金 

専門家謝金        

小     計    

旅費 

専門家旅費       

 

職員旅費       

小     計    

事業費 

会場借上費       

 

通信運搬費       

借 損 料       

消耗品費       

マーケティング調査費       

原材料・機械 

装置等購入費 
      

試作・実験 

（分析）費 
      

委 託 費       

小     計    

合     計    

（注）必要に応じて欄を追加して記載すること。



第４号様式（第５関係） 

令和  年  月  日 

 

 

 青森県知事 三村 申吾 殿 

 

 

      住 所 

補助事業者 

      氏 名（名称及び代表者氏名） 印 

 

 

令和２年度青森県新型コロナウイルス感染症対策医工連携推進事業変更承認申請書 

 

 令和  年  月  日付け青新創第   号で補助金の交付決定の通知を受けた令和

２年度青森県新型コロナウイルス感染症対策医工連携推進事業について、下記のとおり変

更したいので、令和２年度青森県新型コロナウイルス感染症対策医工連携推進事業費補助

金交付要綱第５第１号の規定により、関係書類を添え申請します。 

 

記 

 

１ 変更の内容 

 

２ 変更の理由 

 

 

 

（注）事業計画書及び収支予算書を添付し、事業内容については、変更箇所に下線を引く

とともに、収支予算書については、変更前の額を上段に（ ）書きし、変更後を下段

に記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５号様式（第５関係） 

令和  年  月  日 

 

 

 青森県知事 三村 申吾 殿 

 

 

      住 所 

補助事業者 

      氏 名（名称及び代表者氏名） 印 

 

 

令和２年度青森県新型コロナウイルス感染症対策医工連携推進事業中止（廃止）承認申請書 

 

 令和  年  月  日付け青新創第   号で補助金の交付決定の通知を受けた令和

２年度青森県新型コロナウイルス感染症対策医工連携推進事業について、下記のとおり中

止（廃止）したいので、令和２年度青森県新型コロナウイルス感染症対策医工連携推進事

業費補助金交付要綱第５第２号の規定により申請します。 

 

記 

 

１ 中止（廃止）の理由 

 

２ 中止の期間（廃止の時期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                  

 

 

 

 

 



第６号様式（第５関係） 

 

財 産 管 理 台 帳 

 

事業実施主体名・住所 
 

 

補助事業によ

り取得（改良）

した財産の内

容 

 

導入（改良）機器、設備名 

 

（構造、規格、能力、台数） 

 

導入（改良）年月日 
 

 

経費の負担 事  業  費（円） 
 

負
担
区
分 

県補助金（円） 
 

自己資金（円） 
 

その他（円） 
 

 

処分制限 
耐用年数 

 

処分制限年月日 
 

 

処分状況 
承認年月日 

 

処分の内容 
 

備   考 
 

 

 

 

 

 

 



第７号様式（第８関係） 

令和  年  月  日 

 

 

 青森県知事 三村 申吾 殿 

 

 

      住 所 

補助事業者 

      氏 名（名称及び代表者氏名） 印 

 

 

令和２年度青森県新型コロナウイルス感染症対策医工連携推進事業費補助金請求書 

 

 令和  年  月  日付け青新創第   号で交付決定の通知を受けた令和２年度青

森県新型コロナウイルス感染症対策医工連携推進事業費補助金を下記のとおり請求します。 

 

記 

 

１ 請求金額  金                 円 

 

２ 振込先 

金融機関名、支店名  

口座種別及び口座番号  

口 座 名 義（カナ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第８号様式（第９関係） 

令和  年  月  日 

 

 

 青森県知事 三村 申吾 殿 

 

 

      住 所 

補助事業者 

      氏 名（名称及び代表者氏名） 印 

 

 

令和２年度青森県新型コロナウイルス感染症対策医工連携推進事業完了（廃止） 

実績報告書 

 

 令和  年  月  日付け青新創第   号で補助金の交付決定の通知を受けた令和

２年度青森県新型コロナウイルス感染症対策医工連携推進事業が完了（を廃止）したので、

青森県補助金等の交付に関する規則第１２条の規定により、関係書類を添え下記のとおり

報告します。 

 

記 

 

１ 補助金額              円 

 

 （注）次の算式を明記すること。 

    補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金額 

 

２ 添付書類 

 (1) 事業報告書 

 (2) 収支決算書 

 (3) 補助対象経費に係る支払証拠書類の写し 

 (4) 財産管理台帳の写し 

(5) その他知事が定める書類 

 

 

 

 

                                 



第９号様式（第９関係） 

 

事  業  報  告  書 

 

１ 申請者の概要 

名 称   

代表者  役職      氏名 

所在地  

 

〒 

ＴＥＬ：          ＦＡＸ： 

資本金等  資本金：      千円  従業員数：      人 

連絡窓口  電話番号  

FAX 番号  

担当者名  

E-m ai l  

 

２ 補助事業の内容 

(1) 事 業 名 ※事業計画書から転記すること。 

(2) 事業の成果 ※試作・開発または改良した商品の概要について記載し、画像等貼

付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 事業経過 （例） 

 令和2年8月      商品企画 

 令和2年8月～9月   マーケティング調査 

 令和2年10月～       設計・試作 

 令和3年1月      モニター調査・試作 

 令和3年2月      販路及び販売方法検討 

 

 

(4) 実施体制 ※産学連携や企業間連携等による実施体制（研究協力者）について

具体的に記載すること（大学・研究所等専門機関、新型コロナウ

イルス感染症対策の専門家等との連携が条件）。 

※本事業に係る主たる研究開発拠点が県外に所在する場合は、県内

企業１社以上と研究開発に関して連携すること。 

 

(5) 実施期間 開始年月日  令和  年  月  日 

完了年月日  令和  年  月  日 

（注）必要に応じて概要図等の参考資料を添付すること。 



第１０号様式（第９関係） 

収 支 決 算 書 

 

１ 収入の部                                                           (単位：円) 

項目 予算額 決算額 

増 減 

摘   要 
増 減 

補助金 

     

自己資金 

     

その他 

     

合計 

     

 

２ 支出の部 

（１）総括表                             (単位：円) 

経費区分 

補助事業に要した経費 補助対象経費 補助金額 

摘  要 

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 

増 減 

増 減 

謝金 

         

旅費 

         

事業費 

         

合計 

         

 

 



（２）内訳表 

(単位：円) 

経費区分 内    容 内訳 規格等 単価 数量 補助事業に要した経費 補助対象経費 補助金額 

謝金 

専門家謝金        

小     計    

旅費 

専門家旅費       

 

職員旅費       

小     計    

事業費 

会場借上費       

 

通信運搬費       

借 損 料       

消耗品費       

マーケティング調査費       

原材料・機械 

装置等購入費 
      

試作・実験 

（分析）費 
      

委 託 費       

小     計    

合     計    

（注）必要に応じて欄を追加して記載すること。 

 



第１１号様式（第１２関係） 

令和  年  月  日 

 

 

 青森県知事 三村 申吾 殿 

 

 

      住 所 

補助事業者 

      氏 名（名称及び代表者氏名） 印 

 

 

産業財産権等取得等届出書 

 

 

 令和  年  月  日付け青新創第   号で交付決定の通知を受けた令和２年度青

森県新型コロナウイルス感染症対策医工連携推進事業費補助金について、令和２年度青森

県新型コロナウイルス感染症対策医工連携推進事業費補助金交付要綱第１２の規定により、

下記のとおり産業財産権等の取得（出願、譲渡、実施権の設定）をしたので、届け出ます。 

 

記 

 

 

１ 産業財産権等の種類及び番号 

 

２ 産業財産権等の内容 

 

３ 相手先及び条件（譲渡、実施権設定の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１２号様式（第１４関係） 

令和  年  月  日 

 

 

 青森県知事 三村 申吾 殿 

 

 

      住 所 

補助事業者 

      氏 名（名称及び代表者氏名） 印 

 

 

令和２年度青森県新型コロナウイルス感染症対策医工連携推進事業 

消費税等仕入控除税額報告書 

 

 令和  年  月  日付け青新創第   号で交付決定の通知を受けた令和２年度青

森県新型コロナウイルス感染症対策医工連携推進事業費補助金について、令和２年度青森

県新型コロナウイルス感染症対策医工連携推進事業費補助金交付要綱第１５第１項の規定

により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 青森県補助金等の交付に関する規則第１３条に基づく確定補助金額 

 （令和  年  月  日付け青新創第   号による補助金の額の確定通知額） 

                                       円 

２ 補助金の額の確定時における消費税等仕入控除税額（Ａ）           円 

３ 消費税及び地方消費税の確定に伴う補助金に係る消費税等仕入控除税額（Ｂ） 

                                       円 

４ 補助金返還相当額（Ｂ－Ａ）                        円 

 

 

（注）内訳資料その他参考となる資料を添付すること。 

 

 

 

 

                                 


